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論 文 内 容 の 要 旨
　ネットワーク産業はいまや多数の市場が存在し、当該産業が与える社会への経済的な影響は極めて大きい。
しかしネットワーク産業に関する既存研究では、Katz and Shapiro （1985）のようなネットワーク外部性が
企業内にしか働いていない市場を仮定しており、博士学位申請論文（以下、本論文と略記する）ではその市
場の定義を改め財内のネットワーク外部性が働いている市場構造における分析を試みている。ここでネット
ワーク外部性とはそれを消費する人またはユーザーが多ければ多いほど各消費者の便益が大きくなる現象を
指す。この中でも博士前期課程ではスマートフォン市場に焦点を当て、企業競争の経済学的な帰結を分析し
た。この産業の重要な特徴はネットワーク外部性が２つ存在するという点である。１つ目は従来から考えら
れている企業内に働く外部性であり、消費者がそれぞれの個別携帯電話企業の供給する財・サービスから受
けるネットワーク外部性（例：ソフトバンク同士の通話は１時～ 21時まで無料なので、ソフトバンクのユー
ザーが増えるとそのユーザーの便益が増すこと）を指す。２つ目は各スマートフォンの種類内における外部
性の存在（例：iPhone ユーザーが増えると iPhone に関する雑誌・書籍、アプリケーション等が豊富に市場
に供給されるようになり、iPhone ユーザーは有益な情報を得ることができユーザーの便益が増すこと）で
ある。特に２つ目の財の種類に関する外部性（以後、財内のネットワーク外部性と呼ぶ）を明示的に取り入
れ、その性質を確認したことが本研究の独創的な点であり、既存研究と大きく違う点でもある。
　本論文では、スマートフォン市場にとどまらず、この「財内のネットワーク外部性」の存在に着目し、そ
れが働く市場の分析に取り組んだ。この際、この財内のネットワーク外部性が働く産業においてもうひとつ
の顕著な特徴は、複数の財を１社が生産・供給する多製品供給企業（Multi- product firm: 以下 MPF と略記）
の存在である。MPF を扱う既存文献の中で特に本論文に関連が深いのが Johnson and Myatt （2003）であり、
彼らは MPF 市場における参入ゲーム（企業はどの財で競争するかを選べる）の一般モデルを構築している。
彼らのモデルを参考に、本論文前半では、垂直的差別化の２財複占モデルを分析し、後半の章では上述のネッ
トワーク外部性を加味したモデルを構築した。
　さらに、本論文の後半では、水平的に差別化された財における同様の分析も行っており、財内のネットワー
ク外部性が市場均衡に与える影響を明確にしている。このことからも、本論文の研究は財内のネットワーク
外部性を伴う製品差別化された多製品生産企業に関する市場分析のベンチマークとなるべき研究であるとい
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える。
　本論文の構成は以下である。
Summary
Chapter 1. Cannibalization within the Single Vertically Differentiated Duopoly
Chapter 2. Product Line Strategy in a Vertically Differentiated Duopoly
Chapter 3. A Monopoly model with Two Vertically Differentiated Goods under Within-Product Network 
Externalities
Chapter 4. A Monopoly Model with Two Horizontally Differentiated Goods under Network Externalities
第１章
　この章では、まずネットワーク外部性の存在しない市場を想定し、本論文の研究目的でもある「財内のネッ
トワーク外部性」に関する研究を行う上で土台となる垂直的差別化 MPF モデル（水平的差別化財に関する
MPF モデルに関しては Bental and Spiegel （1984）にて分析されている）の分析を行っている。分析を行っ
た具体的なモデルは、垂直的差別化された２財を供給する生産費用に関して非対称な企業に関する複占モデ
ルである。この際いくつかの命題を導出することで外部性が働くモデルの予備的考察を行った。
　特に重要な命題は「２財の品質差および生産費用差の動きによって『共食い』現象が起こる」というもの
である。ここで「共食い」現象とは、企業のある財の販売量の増加により同一企業が生産するもう一方の財
の販売量が減少することを指す（Copulsky, 1976）。この命題は非常に直観的であり、財の品質差が大きい
とき、消費者にとって高品質な財がより魅力的になり、両企業は低品質財の供給を減らす代わりに高品質財
の供給を増やすインセンティブを持つ。費用差に関しても同様の直観が働く。
　また、非対称な企業の生産費用に関連する命題の一つとして、高品質財に関して効率的に生産できる企業
は、非効率な企業と比較し高品質財の生産量は多く、反対に低品質財の生産量は少なくなることを分析中で
明らかにしている。この命題に関しても上記の共食いの効果が働いており、片方の財の生産が多いというこ
とは、もう片方の財の生産を犠牲にしている（もう片方の財の生産は少なくなる）ことを意味している。
　この章の後半では社会厚生に関する分析も行っている。その中での重要な命題では、２財の品質差が十分
に小さいとき、高品質財に関して非効率な企業の高品質財の生産費用の減少によって、社会厚生は減少して
しまうということを明らかにしている。この命題は反直観的であり、通常は企業の生産費用の減少は社会厚
生を増加させるように思えるが、本研究ではその逆のケースを導出することができている。特にこの結果は
Lahiri and Ono（1988）の結果と類似している。彼らの研究では、十分に低いマーケットシェアの企業の限
界費用の減少によって社会厚生が減ることを示している。この結果と本章で得た結果は非常に類似している。
すなわち、本章の結果によると、非効率企業の生産費用の減少は非効率企業の高品質財の生産量増加による
社会的生産費用の増加を導き社会厚生を悪化させるが、２財の品質差が十分に小さい時は、その生産量増加
がもたらす消費者余剰の増加による社会厚生の改善が前者による悪化を下回るのである。そのため、非効率
企業の生産費用減少にもかかわらず社会厚生が減少してしまう場合がでてくることになる。この結果の重要
な点は、Lahiri and Ono（1988）での結果を多製品生産企業の分析において再現することができている点で
ある。
第２章
　この章では、第１章で分析した垂直的差別化２財複占モデルにおける重要な命題の一つである共食いに焦
点を当てた生産ラインに関する分析を行っている。特に、本章では Kitamura and Shinkai（2015）の分析の
一部、および改訂した分析であり、単純な MPF モデルにおいて両企業がどのような生産ラインで財を供給
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するかということを、２財の生産費用比と品質比の２つのパラメータ平面上への図示によって視覚化するこ
とに成功している。
　具体的には、各企業が自身の各財に関する生産量を選択する際、自身も非負の生産はせず、さらに相手企
業も非負の生産をしないことをお互いが周知のもと、各企業が利潤最大化を解くゲームを考えている。企業
毎にクーンタッカー条件を当てて、その条件を全て満たすような均衡をこのゲームのナッシュ均衡として採
用し、両企業の高品質財の生産費用比と品質比の平面に企業の生産ライン（均衡でどの財をどの程度生産す
るのか）を図示している。
　図から企業間生産費用比と品質比の多寡により、最適な生産ラインの変化を説明した。すなわち、２種類
の財の品質差が大きく、非効率企業の高品質財に関する費用が高い場合、効率的な企業は低品質財の生産を
やめて高品質財に特化し、市場には３財が供給されることになる。さらに品質差が減ると、コストの高い非
効率企業は高品質財の生産をやめ、低品質財の生産に特化し、市場には各企業が比較優位をもつ２財が供給
される。さらに品質差が減少しきわめて少なくなると、高品質財に生産効率的な企業も、よりコストの低い
低品質財の生産を再開することになる。
第３章
　この章では、前章までの垂直的差別化 MPF の分析に財内のネットワーク外部性を組み込んだ分析を行っ
ている。差別化財の「MPF 市場」と、「財内のネットワーク外部性」の２点に焦点を絞り分析を進めていく
ために、まず独占市場の分析に着手した。複占市場では、企業間の競争の効果と、このネットワーク外部性
の効果が市場の均衡結果に与える影響が明確に分離できないからである（寡占モデルに関しても本章後半で
分析しており、類似の結論を得ている）。この独占モデルにおける重要な命題は、独占企業の利潤が高品質
財の生産の限界費用に関して U 字型になるということである。つまり、この企業は独占的に複数財を供給し、
生産費用が減少しているにも関わらず、自身の利潤も減少してしまう可能性がある。通常、独占市場ではこ
のような関係は見られないが、均衡概念と MPF であることの２つがこうした結果をもたらすことを分析の
中で明らかにした。均衡概念は Katz and Shapiro （1985）に従い、この分野で広く使われている自己実現期
待均衡（Fulfilled expectation equilibrium）を採用している。この均衡概念では、消費者のネットワークサ
イズに対する予測が、均衡でのその値と一致するという性質を持つ。この消費者の予測を企業は所与として
扱い、その予測自体をコントロールできないことで、２財間の適切なネットワークサイズの移行ができない
ことをまず明らかにした。そして、この独占企業は複数財を供給しているため、高品質財の生産費用の低下
に伴い、高品質財の価格下落（相対的な低品質財の価格上昇）、その結果、高品質財の需要増加、低品質財
の需要減少という共食いが発生する。このことと上記均衡概念の性質とを考え合わせると、この独占企業は、
高品質財の生産費用低下によって引き起こされるネットワークサイズの適切な移行が行えない場合がでてく
ることが示せる。この結果は非常に興味深いものであり、例えばこの独占企業が R ＆ D や補助金等で、自
身の高品質財の生産費用の低下に直面したとする。このとき、その生産費用の低下の程度が非常に小さいと、
この独占企業は高品質財へのネットワークの移行が適切に行えず、生産費用低下にもかかわらず利潤が減少
してしまう場合がある。一方、その生産費用の低下の程度が大きいと、不適切なネットワークの移行が利潤
に与えるマイナスの効果は小さくなり、企業の利潤は増加する。この結果の拡張として、消費者の予測を部
分的にコントロールできる場合についても分析を行い、完全にコントロールできる時を除けばこの結論は保
持されるという頑健的な性質を確認することができた。
　さらに、本章では社会厚生についての分析も行っており、この社会厚生に関しても高品質財の生産コスト
に関して U 字型になることを示した。社会厚生に関しては直観的な結果である。なぜなら、消費者にとって、
中途半端なネットワークサイズの存在よりも、どちらか偏ったネットワークサイズの存在の方がその便益は
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大きくなるからである。どちらか一つの財が市場に残り、巨大なネットワークを築くことで消費者余剰は大
きくなる。消費者余剰に関しても U 字型になることは論文中で示されている。
　ネットワーク外部性を伴う市場を扱う際に特に重要になるのが「互換性」の存在である。本研究では、財
の種類内の互換性を考えており、その互換性を連続で扱う部分互換の財を取り入れることで、主要な結論に
影響があるかどうかを確認している。すなわち、２財が完全に互換的であるケース以外では、上述の利潤と
生産費用の関係は成立するという頑健的な結論が得られた。その中でも特に主張すべき点は、２財が完全互
換のケースというのは、従来の企業内のネットワーク外部性のみを考えている Katz and Shapiro（1985）の
分析と同値であるということである。
第４章
　前章までは、財の品質が異なる垂直的差別化モデルを扱ってきたが、本章では、消費者の選好（好み）が
異なる水平的差別化の MPF モデルに上記の財内のネットワーク外部性を組み合わせて分析を行った。特に、
垂直的差別化のケースと比較し、異なる命題がいえるかどうかについて焦点を当て、その市場均衡での性質
を解明した。この研究により、ネットワーク産業の分野のみならず、差別化財市場の研究分野の発展にも大
きく貢献できることが期待される。
　分析で使用している水平的差別化財の MPF モデルは Bental and Spiegel（1984）を使用し、このモデル
に財内のネットワーク外部性を組み込むことによって分析を行った。重要な命題としては、垂直的差別化モ
デルとは異なり、水平的差別化モデルでは、企業の利潤は非対称的な財のコスト（このモデルでは立地コス
ト）に関して U 字型にはならないことが導出できた。しかし、本章の課題として、この水平的差別化モデ
ルでの分析の方法が必ずしも前章との対比になっていないということである。非対称な費用に関して、前章
では限界費用を利用していたのに対し、本章では財の立地費用を利用している。モデルの分析上の複雑さか
ら限界費用に非対称を組み込む場合の分析は今後の課題である。
　最後に、本章では２財の互換性を組み入れたケースでの比較静学では、財の立地、生産量、価格、利潤に
対して単調的な影響を与えることも後半の分析で明らかにしている。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文の研究は、北村氏が博士前期課程の修士論文でスマートフォン市場に焦点をあてて行った、ネット
ワーク外部性の存在する複占市場競争分析を発展させたものである。「ネットワーク外部性」とはその財ま
たはサービスの消費者が多ければ多いほど各消費者の便益が大きくなる現象である。
　本論文で北村氏は Katz and Shapiro（1985）の先駆的な研究以降、多くの既存研究で扱われている「企業
内のネットワーク外部性（Within-firm network externality）」ではなく、「財（製品）内のネットワーク外
部性（Within-product network externality）」という、既存研究にはない新たなネットワーク外部性に着目し、
その概念を提案して複占・独占市場分析を行っている。
　スマートフォン市場のように、「財（製品）内のネットワーク外部性」が働く産業における市場におけ
る特徴は、一つの企業が垂直的に差別化された複数の財（製品）を同一市場に供給する多製品供給企業
（Multi-product firm: 以下 MPF と略記）であることである。そのため、本論文では一貫して、MPF 市場分
析が行われている。
　第１章では、まずネットワーク外部性の存在しない市場を想定し、MPF 複占市場モデルに垂直的差別化
と生産費用の非対称性を導入して分析を行い、「財内のネットワーク外部性」に関する研究を行う上での土
台としている。
　この章の分析で得られた主要な結果は、「各企業の高品質財・低品質財の均衡生産量について、財の品質
差および生産費用差の動きによって『共食い』現象が起こる、すなわち、企業の一方の財の生産・販売量
が増加すると、同一企業が生産する他の財の生産・販売量が減少する（品質の異なる財間に企業内における
生産代替が起こる）。」というものである。この結果は、第１章のもう一つの主要な結果、「２財の品質差が
十分に小さいとき、高品質財に関して非効率な企業の生産費用の減少は、均衡社会厚生の減少をもたらす。」
という、Lahiri and Ono（1988）と類似した結果をもたらす要因の一つとなっている。加えて、この結果は
第２章で示される複占企業の最適生産ライン（どの財をどれだけ生産・供給するかに関する）戦略を変化さ
せる要因を明らかにしており（詳しくは後述）、評価できる。ただし、本章での分析は、品質差、生産費用
差の変化がもたらす共食いが、企業内の各財の生産量にもたらす変化とその社会厚生への帰結に焦点を当て
ているが、それが引き起こす各企業の利潤，ならびに消費者余剰の変化には分かりやすい説明は与えられて
いない。同一品質財の総生産量の変化を通じて価格にもたらす変化により、企業の利潤や消費者余剰も影響
があるはずである。この点に関する分析は、北村氏が今後取り組むべき課題であろう。
　第２章では、前章で分析した垂直的に差別化された２財の複占モデルを引き続き用い、共食いに関する主
要な結果に焦点を当てて、複占企業の最適生産ラインに関する分析を行っている。具体的には、本章での分
析結果では、垂直的に差別化された単純な MPF 複占モデルにおいて、高品質財に関する企業間での生産費
用比と高品質・低品質２財間で品質比に関して、両企業の最適生産ライン戦略を特徴づけ、これら２つの比
をパラメータとした平面図によって視覚化することに成功している。また、これら２つのパラメータ変化が
もたらす、最適な生産ラインの比較静学における結果の直観的な理解を可能にした。
　なお、本章の分析結果の一部は、査読付き欧文学術専門誌 Economics Letters に Kitamura and Shinkai 
（2015）として掲載公刊されたことからも、当該研究分野で評価され、学界での一定の貢献が認められてい
ることが判断できる。しかし、本章の分析は２つのパラメータによる、各均衡における両企業の最適生産ラ
インの特徴付けにとどまっており、各均衡でのそれぞれの生産ラインで実現する利潤や社会厚生の特徴付け
という課題が残されている。
　第３章では、本論文の研究で最も独創的な貢献である「財内のメットワーク外部性」を考慮し垂直的差別
化 MPF の独占市場分析が行われており、本論文の研究の根幹を成している。
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　初めに独占市場分析が行われたのは、寡占市場で起こる競争の効果を分析対象から除外し、財内のネット
ワーク外部性そのものが均衡結果へ与える純粋な効果にその分析の焦点をあてたからである。
　本章における主要命題は、「独占企業の利潤が高品質財の生産の限界費用に関して U 字型になり、独占的
に利潤最大化する企業の生産費用が減少しているにも関わらず、自身の利潤が減少する可能性がある」とい
う、直観に反する興味深いものである。北村氏は、こうした結論が出る源泉として２つを挙げている。１つは、
この分野で多くの既存研究で用いられている自己実現期待均衡（Fulfilled expectation equilibrium）という
均衡概念、２つ目はこの独占企業が MPF であることである。すなわち、この均衡概念のもとでは、企業は
消費者の予測を所与として扱い、その予測自体をコントロールできないことに加え、独占企業は複数財を供
給しているため、高品質財の生産費用の低下は、低品質財に対する高品質財の相対価格の下落による高品質
財の需要増加、低品質財の需要減少という共食いをもたらす。前者が原因となり、後者の構造の下で２財間
の適切なネットワークサイズの移行を妨げることが、反直観的な結論をもたらす要因となることが示されて
いる。さらに北村氏は、分析を消費者の予測を部分的にコントロールできる場合に拡張し、完全にコントロー
ルできる場合を除き、命題の頑健性も確認している。また、後半では寡占モデルに分析を拡張し、類似の結
論が得られることも示している。本章の分析の結果は、「財内のネットワーク外部性が存在する場合」に得
られるもので、既存研究にはない独創的な結果であり、その貢献は極めて大きいものであると評価できる。
　第４章は第３章まで考慮してきた、垂直的差別化モデルではなく、消費者の嗜好による製品差別化である
水平的差別化を考え、MPF モデルに「財内のネットワーク外部性」を導入し、独占市場モデル分析を行っ
ている。水平的差別化された MPF 寡占市場モデルの先行研究である、Bental and Spiegel （1984）モデルの
独占ケースを基にして、前章同様に「財内のネットワーク外部性」を導入したものである。ただし、本章で
の分析は、前章のそれと異なり、独占企業が供給する差別化された財の生産費用ではなく、立地費用に非対
称性を導入して分析をしている。分析の結果、企業の利潤は非対称な財の立地費用に関して U 字型にはな
らないことを示した。しかし、本章での分析では、モデル分析の複雑さのため、前章での分析とは企業の財
の費用の非対称性の導入の仕方が異なるため、垂直的差別化 MPF 市場を扱った前章と「財内のネットワー
ク外部性」の効果の比較ができていない。この比較分析を行うことは、意義深いと思われるので、今後、垂
直的差別化と水平的差別化市場 MPF においてわかりやすく丁寧に、「財内のネットワーク外部性」の効果
が比較可能なモデル構築と分析が課題となろう。
　また、論文全体として、政策的含意に関する分析と記述がやや不十分であると思われ、今後の研究で
は、これらの分析、記述を丁寧に行うよう努力することが望まれる。さらに、北村氏も論文で記述してい
るように、本論文の第３章での分析は、この分野では基本的な均衡概念である自己実現期待均衡（Fulfilled 
expectation equilibrium）に基づいており、その分析結果がこの均衡概念を仮定したことに強く依存してい
る。この種の分析でしばしば仮定される均衡概念ではあるとはいえ、敢えてこの均衡概念がもつ「不自然さ」
に留意すれば、より「自然な」均衡概念を検討し、均衡選択の議論につなげることも課題となろう。
　以上述べたように、今後の研究の発展のため取り組みが期待される多くの課題は残されているものの、本
論文の研究においてその分析は、自らの「財内のネットワーク外部性」が差別化された MPF 市場に与える
影響を分析するという独自の問題意識に基づき、先行研究から分析に適する Mussa-Rosen 型の経済分析モ
デルに改良を加え、一貫性をもって精緻になされている。また、研究成果は査読のある多くの国内・国際学
会で報告され、ディスカッションペーパーとして公表され、第２章の成果の一部は、国際的に多くの読者を
もつ査読付き欧文学術専門誌 Economics Letters に既に掲載され、さらに、特に第３章はより上位の査読
誌にフルペーパーとして掲載されるに十分な水準に達し今後の公刊が期待できる。
　加えて、当初に述べたように、北村氏の研究は現実のスマートフォン市場で観察される事実に基づき、差
別化された MPF 市場分析に、「財内のネットワーク外部性」という新たな概念を導入し、将来の多くの研
－ 7 －
究の発展可能性の礎を築いたという点で、今後の経済学とりわけ産業組織論の研究に新たな分野を切り拓く
可能性のある独創的な研究であり、当該分野に大きな貢献を与えるものと評価できる。
　当審査委員会は、本論文を厳格に査読した上、論文内容に関する口頭試問を実施した。その結果、北村
亮真氏が、本学学位規程第14条に記載される「専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必
要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有する」 ことを確認することができた。 以上により、
当審査委員会は委員の全会一致をもって、本論文提出者の北村亮真氏が博士（経済学）を授与されるに足る
資格を有するものと認める。
